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本研究は、アメリカのカリキュラムマネジメント論の到達点を探り、関連の先行研究を総括するこ
とを通して、組織経営過程と教授学習過程とをカリキュラムに焦点をあてて統合的把握をするための
基礎研究と佼置付ける。しかし、アメリカのカリキュラムマネジメント論は、カリキュラム研究の条
件整備的要素を部分的には論じるものの、その全体構造を示そうとした研究が極めて少なかった。そ
こで本研究では、部分的にせよカリキュラムマネジメントに関連する先行研究を 5点から総括し、今
後の同研究における理論的展開に有益な残余部分を明らかにすることに日的がある。その5点とは、
①カリキュラム開発論 (Curriculum Development)にみるカリキュラムマネジメント ②組織改善論
とシステム論との関係性にみるカリキユラムマネジメント ③学校改善論 (School Improvement)に
みるカリキュラムマネジメント ④「学校に基礎を置く経営J(SBM) / I効果的学校J(Effective 
School)にみるカリキュラムマネジメント ⑤学校文化論 (SchoolCulture)とリーダーシップ論 (Lead-
ership)にみるカリキュラムマネジメントである。よって、カリキュラムマネジメント論が学校改善
論の一つの中枢であると位置づけるならば、そのカリキュラムの提供者と学習主体者との視点が有機
的に f融合」するときにこそ、体系化されたカリキュラムマネジメント論のー断面を構築することが
可能となり得る。
O.はじめに(研究意識)
本研究は、カリキュラムに焦点をあてて組織経営過程と教授学習過程との f融合的」把握を試みる。こ
の中心的命題においてカリキュラム開発・経営をカリキュラムマネジメントとして論じていく。
また、カリキュラムの条件整備上の教育経営学と、カリキュラム開発上の教育方法学との接点における
研究アプローチから、本カリキュラム研究における「融合的jな領域とは、「単なる教科目の配列という
静態的なカリキュラム観を越えて、学校の教育自擦に対応する教育内容・方法上の指導活動と、それを支
える条件整備としての経営活動とのニ系列を統合し、その教育成果を生み出す全体的な教育活動」に関わ
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る領域として定義する。
学ネあ組織における教育的営みとは連続的・全体的なものである。学翠主体者である生徒の変容・成長を
中心におく教育の全体性を把握するとき、その中心となるカリキュラムの経営において、条件整儀・組織
運営上のカリキュラム提供者からの視点に加えて、その開発されたカリキュラムが実際にどのような教育
的インパクトを生徒に与え、如何なる成長に貢献したのか、その教育的効果の検証も必要である。
カリキュラムマネジメントは学校改善の一つの中枢であり、そのカリキュラムの提供者と学習主体者と
の視点が有機的融合をするとき、学校改善論のー断面を論じることを可能とするであろう。
よって、本研究では、カリキュラムマネジメント論のベースとなり得る以下に示した各分野の先行研究
を総括する。
1.カリキュラム開発論 (CurriculumDevelopment)にみるカリキュラムマネジメント
立.組織改善論とシステム論との関係性にみるカリキュラムマネジメント
盟.学校改善論 (Schoollmprovement) にみるカリキュラムマネジメント
N. i学校に基礎を寵く経営J(SBM) / i効果的学校J(Effective School)にみる
カリキュラムマネジメント
V.学校文化論 (SchoolCulture) とリーダーシップ論 (Leadership)にみる
カリキュラムマネジメント
以上の知見を総括した上で、今後はアメリカにおける独自のカリキュラムマネジメント論を展開してい
くものと位置付けている。
しカリキュラム開発論 (CurriculumDevelopment)にみるカリキュうムマネジメント
概してカリキュラム開発(CurriculumDevelopment)とは、「カリキュラム設計J(Curriculum Design)・「カ
リキユラム実施J(Curriculum Implementing)・「カリキユラム評髄J(Curriculum Evaluation)で構成され
る。アメリカでも我国間様に、カリキュラム開発を支援する条件整備としてのマネジメント活動は、カリ
キュラム開発活動に必然的に包含された活動であるとの認識であった。更にアメリカのカリキュラム研究
分野では、 Curriculum& Instructionが我田の内容・方法系列に隠する教育方法学的な一分野として位置づ
けられ、教育経営的な視点からの研究的意識化は不ト分と雷わざるを得ない∞。
そこで本研究では、目標・内容・方法的な意味でのカリキュラム開発論を前提にしながらも、そのカリ
キュラムの条件整備的側面であるマネジメント活動を焦点化することによって、ウイルスとボンディー
(Wilws & Bondi，)の「カリキュラム開発の経営問J(Managerial Aspects of Curriculum Development)等を
論じていぐ九
特に以下には、カリキュラム滞発論の史的展開過積を整理していくが、本研究のカ 1)今ュラムマネジメ
ント論では、アメリカの進歩主義教育の思潮に位置づく SLを分析視点に設定することから、社会適応主
義に対応、する「統合的カリキユラムJ(Integrated Curriculum) に注自しながら論考を進める。ここで、「統
合的カリキュラムJと同義のタームには、 (Interdisciplin幻)、 (Multidisciplinary)、 (Transdisciplinary)、 (Plu司
ridisciplin註ry)、(Complementary)、(Connected)、(Parallel)等が挙げられようが、本研究では「統合的カリ
キュラムjとして取り扱っていく九
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①「統合的カリキュラム」の史的震調
19世紀後半から台頭した革新主義による進歩主義教育の流れのなかで、特に1920年代から学習者中心の
カリキュラム開発がなされたが、その代表的な論者はテゃユーイ (Dewey)であろう。周知の通りシカ
験学校では、学習者の社会的生活や学習意意欲と無関係な知識の習得ではなく、学習者は如何に思考すべ
きか、学習を進めるべきかに関わるカリキュラム開発が梼心事となった。知識は単なる道具に過ぎず、
習者の経験において有用とみなされたときに初めて、その知識が価値を持つとされ、常に経験によって知
識は検証されると論じられた。伝統的な教科中心カリキュラムを批判するかたちで、デューイによる進歩
主義教育論は、経験を核とした伝統的な知識注入主義に対するアンチテーゼとして位置づけられた九
これによって、 1924年に「進歩主義教育連盟J(Progressive Education Association)が設立されたが、そ
のデューイを中心とする進歩主義教育の系譜を整理することが、経験を核とした学習者中心の「統合的カ
リキュラムj等を意味づけていると理解できる。例えば佐藤は、進歩主義教育の展開は大別して4つに分
類できるとし、その分類別のカリキュラム開発論を以下のように整理している。
「第 lは f子ども中心主義jの系譜であり、発達主体としての子どもを中心に芸術表現と科学的探究の
経験を組織するカリキュラムを創造した。第2は『社会効率主義jの系譜であり学校教育の生産性と効率
性を追求し、社会的に有用性のある教材を選び¥教育日擦を効果的に達成するカリキュラムを創造した。
第3は『社会改造主義jの系譜であり、学校を社会改造の手段とみなし、社会科を中心に現代的な問題に
対する批判能力と解決能力の形成を目指すカリキュラムを研究した。第4は大恐慌後のニューディール政
策の下で形成された f社会(生活)適応主義jの系譜であり、生活への適応と人格の統合を教育自的とし、
道癒的態度の形成を追及する統合カリキュラムを形成した。
このことからも把握できるように、アメリカのカリキュラム開発の概念は 1930年代にかけて徐々に普
及し始めている。例えばカリフォルニアプランに始まり、著名なパージニアプラン等がその典型例である。
これらは、テoユーイ以来の進歩主義教育に根付く問題解決のプロジェクト単元をカリキュラムの中心と
し、ナトlレベルで実践化に踏み切ったところに歴史的評舗がなされている。
一方で、ラーガー (Wraga)によれば、戦能・戦後の1940-1950年代のコアカリキュラム運動が統合カ
リキュラムの進展に大きな影響をもたらしたとする。そのコアカリキュラム運動は、後述する18年研究」
( 8 years study/1932-40)にその理論的根拠を持ちながらも、進歩主義教脊運動や経験中心カリキュラム
(Experimental Curriculum)の動向を踏まえて、生徒の生活経験と知識との接近が期待できない法統的な
アカデミックカリキュラムには欠陥があることを指摘するものであった。またコアカリキュラムとは、「全
学習者にとって共通性と各個人の興味関心の追求が保障し、民主的社会へ参加する市民的・社会的ニーズ
から成り立つ学習経験を展開する」としている点は、 f統合的カリキュラムj論の史的展開において歴然
とした功績に位置づけられよう。また、この史的展開は部ち、本研究で論じる SLカリキュラム理念とも
大部分で重なりが認知できる九
更に戦後では、例えばマーテイネロとクック (Martinello& Cook.)は、カリキュラム研究の基礎として
心理学的基礎、社会学的基礎、芸術的基礎、倫理的基礎の4つを据え、児童中心、社会中心、教科中心と
いう 3要素の発展を探求した功績が評価されている。そのカリキュラムを「学校生活jゃ f子どもと教師
の生活」を構成する諸活動とし、教材概念も単なる雷語的領域のみでなく、教育的価値のある経験全てを
含み込むものと規定している。このことはつまり、学校の学習と子どもの生活体験との接続性において、
構成主義的にカリキュラムを編成していくことが求められているのである九
1960年代では、特に1957年のスブートニクショックと冷戦時代からのNSF(全米科学連盟)プロジェ
クトとして生まれた新たな理・数系の教科中心主義的な傾斜が生じ、「統合的カリキュラムJ論は後退を
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余儀なくされた。例えば、 f基礎に帰れJ(Back to Basics)運動や冷戦の結果生じた教育費の縮小等が、「統
合的カリキュラムj開発を削減させる要因となっていった。そこで、「タイラー原理jで知られるタイラー
(Tyler)のカリキュラム開発論に多大な影響を受けたタパ (Taba)は、「カリキュラム開発その理論と
践J( Curriculum Development: Theory and Practic巴)のなかで、「達成すべき教育目標J(Objectives to be 
achieved)にその主眼が置かれ、その教育目標論に派生して教育内容・方法論、そして評儲論が確立する
カリキュラムデザインのモデルを提唱している。これに加えてデユーイの社会改造論の影響もあり、科学
技術革新に対応する学校教育の課題と、教育的官僚化が進行する学校教育体系の危機を、授業改造を基盤
とするカリキュラム開発によって課題克販することを示唆している(九
また、典型的な f危機に立つ国家j(A Nation At Risk 1983)に派生する教育改革の動向も60年代同様、
理数系統の教科中心カリキュラムを重視し、間家レベルの教養育成を志向するものとなった。このことは、
生徒の興味・関心等のニーズからなる「統合的カリキュラムJにとって、必ずしも後押しとなる教育的動
向とは成り得なかった。
しかし、以上のような教科中心カリキュラムの重視の動向にも拘らず、 70-80年代にもミドルスクール
(Middle School)を中心とする統合カリキュラムの開発動向は、決して主流とは成りえなかったが、それ
でも亜流の一端として部分的に学校改善論のなかで浸透していった九
1990年代から2000年代に入り、そのミドルスクールが全米レベルで拡大普及していったことを背景に、
「統合的カリキュラム」開発論は、再度、注目を浴びることになる。
ここで、ラーガーは、 20世紀初頭から21世紀にかけて、「統合的カリキュラムj開発論は「開発論的に
どの程度進展したのか。Jfその開発論から伺を学んだのか。Jという検討課題を提示している。前者の検
討課題に対してラーガーは、パース (Vars)・ピーン (Beane)・ジエイコブ (Jacobs)・フォーガティ
(Fogarty)・パース/NACC(Vars/NACC)・ドレイク (Drake)・ターナー (Tanner)・シュパート (Schubert)
らの f統合的カリキュラムJの理論的貢献を例示し、その全体構造を整理している腕。
次に、後者の検討課題に対しては、統合的を意味する多種多様な定義があったが、この「統合的カリキュ
ラムjの思潮は、「子ども中心主義jの系譜であり、「社会効率主義jの見地から社会的に有用性のある教
材を選び¥教育自擦を効果的に達成するカリキュラムを創造した。また、現代的な問題に対する批判能力
と解決能力の形成を目指し、同士会適応、主義j的に生活への適応と人格の統合を教育目的として発展して
きた点が評価できょう。
以上のように、「統合的カリキュラムJのl世紀に及ぶ先行研究を概括してきた。しかし、近年に生起
した連邦政府レベルの教科のスタンダード採用論とそれに合致するアチーブメントテスト実施の教育改革
的動向が、「統合的カリキュラム」開発論を庄迫していることも指摘できる。それでも、アメリカのカリ
キュラム開発論を整理する上では、ミドルスクールを中心に隆起している f統合的カリキュラムJ開発の
動向は見逃せない点である。また、本研究ではその理論的思潮に位置づく SLを分析視点に設定し、カリ
キュラム開発・経営論であるカリキュラムマネジメント論について考察を進めていく。よって、次に、カ
リキュラム開発論が暗黙の前提として含みこんでいたカリキュラムの経営的側面に注目し、そこを整理し
ていく。
② カリキュラム罷発識における経営的側圏
まず、アメリカのカリキュラム開発論における経営的条件整備の要素抽出を試みたのが中留であり、こ
うした研究手法は国内研究では未だ稀である。ここで論じる f8年研究Jは、関内研究でも多麓多様な視
点から分析されてきたが、如何にカリキュラムの還営効果を上げるのかとするカリキュラムマネジメント
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論についての言及は、これまで皆無であった。よって、第一に、中留による 18年研究」からの経営的条
件の抽出論を整理し、これを参考にして第二に、本研究独自のカリキュラムの経営的側面に関する論を展
開していくこととする。
デューイらによる民主的教育の発展は、経験主義教育に位寵づくコアカリキュラム運動であったが、こ
れに関する実験的教育を実践的研究として実施したのが進歩主義教育教会 (ProgressiveEducational Associa命
tion)による 18年研究J(Eight Year Study 1933同1941)であった。そしてその仮説は、「生徒のニーズと関
心によって編成されたカリキュラムであれば高等教育への準備段階においても、その教育的効来は、伝統
的カリキュラムと同様に有効性を持つであろう。Jと設定された。
ここで中曽は、 18年研究Jを1942年に総括したアイキン (Aikin)の整理から経営的条件部分を抽出し、
特にカリキュラムの実施段階において、それを促進した経営的条件は侍であったのか、また、当時におけ
る経営上の課題は何であったのかを分析抽出の対象とし、以下の6点に条約している九
に、学校の教育理念・ビジョン・教育目標が明確化されている点である。カリキュラムの経営にとっ
て、学校の教育理念に関して f子どもたちにとって望ましい変化の方向をJとする目標を明確に設定した
ことは、カリキュラムのデザ、イン上も重要なことである。
第二の経営条件として、校長のリーダ…シップの戦略的問題がある O ここでは3人の校長のリーダ一行
動が記述されおり、校長の民主的リーダーとしての存在が教員のカリキュラム開発作業を保したこと、ま
た校長が、生徒のニーズに対応するカリキュラムを嬬成する教締への信頼感を充分に持つことを重視して
いる。しかし、校長のおかれた学校の文化・風土がどのような状況にあったか等、吟味すべき点は多いも
のと考えられる。
ーに、教師の協働(Collaboration)が分化的な教科中心カリキュラムから「統合的カリキュラムjへ
と変容するためには、そのための方策が戦略的に必要だ、ったとしている。しかし、その方策にとって教師
側のモラールが基本であったが、同僚との鵠働が国難であったことを指摘している。この指摘はまた、今
日でも重要で、特に教締の髄業主?重視するアメリカの教員文化では、依然として協{効性の課題は大きな経
営的条件として挙げられよう。
第四に、カリキュラム開発にあたって、父母・コミュニティーからの支援的条件があげられている。コ
アカリキュラムを効果的に開発するためには、父母を始めコミュニティーとの協働性が重要であり、「統
合的カリキュラムjが生徒の興味・関心や体験を重視するが故に、特に父母・コミュニティー関係者がカ
リキュラム開発に関与することは、今日でも重要課題であると言えよう。
第五に、学習の成果をいかに評価するか、カリキュラムの評髄論に関する課題である。これによって、
評価基準や方法的開発がない眼りカリキュラムの構造的改革には至らないという自覚が広がったとされ
る。教師側から「認識j能力と向様に「情動J能力を評価する基準が開発され、こうした「統合的カリキュ
ラムJの評価にあたっては、アメリカでもその後それが f真正な評価J(Authentic Assessment)の開発へ
とつながり、方法的にもポートフォリオ評価の活性化を促すものとなった。
第六に教育的資糠 (EducationalResource)の課題がある。この点では、伝統的教科主義を自明とする教
師にとって、カリキュラムのコアとなるトピックス用の適切な教材を収集することが負担となったと指摘
する。しかし実験校では閣書舘が最終的には有効な資源となり、研究最後の2-3年毘までには教師がコ
ア単元の教材を開発する域にまで及んだ、とされる。一方、外部的資漉の支援では、カリキュラムコンサル
タント (Curriculum Consultant)が学校に配置され、教師一人ひとりの抱えている課題に協働して対処す
る罰的で支援された。このカリキュラムコンサルタントは、現在のアメリカでは、後述するカリキュラム
コ…デイネーターとして全米で普及定着化し、学校内外でカリキュラム開発への支援体制が整舗されてき
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同様に、カリキユラムの条件整傍留を含んで組織改善論に着目したのが、セイラー (Sayles)である。
その著 IManag巴rial BehaviorJのなかで、カリキュラムは学校組織経営の中心的役割を果たすので、学校
管理者と教職員が、カリキュラム関連の人的・物的要素を有効活用することの重要性を提唱した。そのカ
リキュラム開発に関与する全ての関係者は、そのカリキュラム関連の「流れ (Flow)Jを組織的に経営す
ることによって、学校の組織的改善を閣ることが可能になるとした略。
地にもカズ (Katz)は、学校ばかりではなく一般的組織において、目的達成のために潤滑な総織経営を
なす上で、重要I夏目を以下の3点に整理している。
1 )特定の活動に関連する方法論、過桂論、手続き論における技術的習熟。
2 )集出のメンバーとして協働上で必要な人間的力量。
3幻)組織の全イ体本性に位龍づづ、けた食商を理解する概念的習熟(1均窃
この3点を再解釈して学校組織に援用すれば、次のように理解できる。第一に、特定の教育目標を具現
化するためのカリキュラム開発において、その開発方法論やその条件整備上の手続きなどを組織構成員に
毘知徹底する必要がある。第二に、その目標実現のためには、構成員の協調と協力、つまり協働性の発揮
が鍵となり、これはカリィキュラムマネジメント論含まれる学校文化論を前提にしていると言えよう。そし
て第三に、学校組織改善のためにカリキュラム開発・経営を中心にすえた場合、組織全体での各教職員の
モラールや共通理解の深さが、全てのマネジメント活動の基底となり得る。
以上のような観点で組織経営について整理したが、カズは、これらの条件整備の大前提条件とは、究極
的には組織的 1)…ダーシップの発揮にあるとする。しかし、カズは、一殻的組織を経営するリーダーシッ
プに言及したに過ぎず、次に学校組織に限定したカリキュラムリーダーの考察が必要になる。
そこで、これらの視点も踏まえながら以上の経営的側面の抽出論を参考にし、ウイルスとボンディーの
「カリキュラム開発の経営面J(Managerial Aspects of Curriculum Developm巴nt)は、 f目標による経営J論
(Management by objectives，以下MBO) とシステム論 (SystemTheory)の見地から論を展開している。
彼らによれば「カリキュラムマネジメントの成功的経営のためには、学校組織がそのための経営条件に
適応する柔軟性を保持し、見通しを持ったリーダーシップの発揮が重要となる。ニの状況を保持増進する
ためには、カリキュラムリーダーは明確な経営構造に関する認識を持ち、その組織経営過程と組織犠成民
間の棺互関係スキルが、学校プログラム(カリキュラム)の決め手となる。jと基本的な見解を示してい
る(九このことから、彼らのカリキュラムマネジメント観には、第一義的にその運営にリーダーシップを
積極的に発揮するカリキュラムリーダーの位置付けがなされている事が特般的である。
そのカリキュラムリーダーは、活動内容に関するリソースを精選・関連化し、教育目標を設定し、カリ
キュラム開発に関する意思決定をする。そのカリキュラム経営に慨して権眼を委任されたカリキュラム
リーダーは、その実施段階を監督し、評価していくことになる。この役離は学校組織内では共通理解され
ているが受容性・柔軟性の余地は残しである。
よって、カリキュラムリーダーは、教育目標を設定してカリキュラムに関する f目標による経営j
(OBM) を実施する側面もあると整理している胸
しかし、ウイルスとボンデイーは、経営の合理化傾向よりも民主化傾向のあるシステム論を擁護し、カ
リキュラムマネジメントに関するシステム論を以下ように定義している。
「学校組織におけるシステム論には大別して3点の特徴がある。第一に、教育担擦によって定義される組
職内外に関わる境界線があること、第二に、数多くの各パ…ツにおいて関係牲が存在し、それらが統合さ
れて全体性となり、自標達成に向かつて協働すること、第三に、相互反応の過程がインプット・アウトプッ
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ト状況として認知されていることである。
一概に、学校システムのインプットは、就学前見が学校システムに入ることであり、アウトプットとは
青少年がシステムから出て行くことである。J同
こうした学校経営のシステム論を前提に、特にカリキュラムリーダーはカリキュラムを動かしていくた
めの各要素を検討し、学校内外の1)ソースの活用と組織構成員の協働化を留り、全体性のあるリーダーシッ
プを発捕しなければならない。この実現のための具体策として、以下の国 1 1のようなカリキュラムの
開発・経営において各小審議会を設置し、全体的システムとして運営することを提案している。
「外一者凱叫叩叫(臥伽蜘…b加加t犯e
評側者(EVe必uu泌atωorけ) 
インプット分析者(In阿刷yzer) に二今意思決定者(DecisionM蜘)~
行動者(Activaめr)<ケ一一一一一一一一「実践者(Implementer) <ー /
(関 1- 1 .カリキュラム審議会 The curriculum council)開
以上のことは、カリキュラムマネジメント誌の課題でもある組織化過程と組織運営過程の分析に役立つ
視点となり、目標設定と管理・リーダーシップ・人間関係・コミュニケーション・モラール等の諸要素を
合んでいる。このためにも、学校経営を大きな有機的統一体としての構造・システムとして捉え、そのカ
リキュラムマネジメント論においては、全ての組織構成員による民主的・自主的な協働過程を描くことに
なるであろう。参考までに、このシステム論としてのカリキュラムマネジメントには、ハンキンス (Hu法輪
ins)が、「カリキユラムシステムのマネジメントJ(Management the Curriculum System) I支援システムの
マネジメントJ(諮問註gingthe Support System)の要素を照らし合わせてカリキュラムメンテナンス (Curricu-
lum Maintenance) を提唱している開。
また、カリキュラムマネジメントのアウトプットは、カリキュラム経営とカリキュラム・学習過程の有
機的な統合が課題となり、このことはつまり、授業の条件分析を含んだ授業内容・方法分析によって、生
徒の変容分析を含むカリキュラム論も意味していると捉えられよう。
よって次に、そのシステム論に関する先行研究を整理するよで、組織改善とシステム論との関係性につ
いて中食言すを加える。
H.組織改善論とシステム論との関係性にみるカリキュラムマネジメント
① 組織改蕃の基本的視鹿
まず、組織改善の基本視鹿を論じる上でカート (Kurt)の整理によれば、 1940年代にレウイン (Lewin)
が提唱した集司・組織における改善過程モデルが参考になる。そのモデルは、ある定点Aから定点Bまで
の改善過桂があり、以下の3段暗に整理されている。
(国 1-2.Lewinの3段階改善モデル)側
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1)従前の行動や状態を解凍する。(定点A)
2 )新しい行動段階へ移行させる。
3 )新しい段階において従前の行動や状態を再冷凍する。(定点B)
ここで、レウインの改善過程の最大の特鍛は、「解凍J(Unfreezing) と「再冷凍J(Refreezing)の概念
規定にある。つまり、これを集団・組織における行動規範や主要な個髄観を含む状態に照らし合わせた場
合、その改善過程論にとって大いに参考になる。
に、倒人や集団・組織には定着した行動や国有の状態があるが、それを弁証法的に発畏していく上
では柔軟に変化を受け入れる革新性が必要となる。この意味でf解凍」と定義している。 に、その「解
凍jされた状態が望ましい変化・改善を遂げるために、或いはその移行状態中に凝屈しないように有効な
手段が必要となる。第三に、新しいレベルで、従前の行動規範等を含めた改善された状態を「再冷凍jし、
国有の価値観まで発展的に高めるものと理解できる。
同様に、リプトン・ワトソン・ウエストリー(Lipit，Watson， Westley) らは、そのレウインの 3段階モ
デルを 7段階モデルに修正提案した。ここでは特に組織改善過程を念頭に置いている。
段階1.変化への必要性の発達
段階2.変化の関係性の確立
段階3. クライエントの制度の問題点の明確化・分析
段階4.二者択一の筋道や日課の検討、目標と行動の意思の確立
段階5.実際の変化への努力に関する意思の変化
段階6.統合的な安定した変化
段階7.最終的な関係の達成部
また、ハーベイ (Harvey)に拠れば、この 7段階に対比して、改善を実施する踏にはより簡素で体系的
なプロセスを援用することが望ましいとする。そのよで、組織改善に以下の4段階プロセスを適用してい
る。
段階 1.チームを組織すること。
段階2.改善のための努力を明確にし、必要性を形成する。
段階3.チ…ムの分析と調査結果を考慮するストラテジーを開発する。
段階4.明確な行動計画とそのストラテジ…を荷発する。則
まずは、以上のような古典的な改善モデルを整理したが、これらの視点を含んだ以下の論争も組織改善
論を既括する上で参考になる。
まず、ハイリントン (Heylingten)は、産業構造の変化に隠して次のように論じている。
「近年、労働力の需要と供給のバランスが崩壊し、産業構造が急激に変化・改善されていくなかで伝統
的な農業構造等が変容し、労働者が知的産業へ適応、することが必要性を帯びてくる。よって、この急速な
産業構造の変化に対応で、きる新しい教育体系が模索されている。しかし、この急、激な変化は、一般的に社
会全体に一定のストレスを与え、対応できない社会的階層者には精神的絶望感をもたらし、学校等の社会
制度・紐織においても負担を増すだけである。jと総括している九
しかし、ジュローはむrrow)は、学校組織に眼らず一般企業組織などに関しでも、現代の戦場では、変
化の激しい時代において耐えざる変化、つまり組織の改善過程に対応できる人材の育成が求められてお
り、組織講成長の偶人は、感情的側面と知的側面の対応的な発展が必要とし、組織改善の常定的側面に着
目している九
アメリカにおけるカリキュラムマネジメント論の構造一先行研究総括の{立墨付けから- 163 
吏に前述のハーベイ (Harvey)は、組織改善において、組織構成員の緊張状態は必要条件であり、保守
的な安住性は改善志向にとって障害に過ぎないと指摘している。各組織構成員は、その改善志向に筒わる
相互信念を共有しない限り組織の改善は果たすことができず、その意味で改善志向を持つ組織文化を醸成
する必要があり、組織改善実施のためには十分な時間確保と組織内議論が大切であるとする九
グッドラッド (Goodlad) は、~，包織改善過程において、その重要要素となるのが構成員相互のチームワー
クであり、改善が可能となるためには、改善の責任者が支援された同僚文化の範関内でリーダーシップを
発揮し、改善のストラテジーを実行していくことが肝要であるとするお。
以上のことから、組織改善の基本的視座に関して、以下のように総括できる。
つまり、一般的に組織には定着した行動や閤有の状態があるが、それを発展的に組織改善していくため
には柔軟な変化を受け入れる革新性が必要となる。組織改善において、組織構成員の緊張状態は必要条件
であり、保守的な安住性は改善志向にとって一種の阻害要閣となってしまう。そこで、組織改養が可能と
なるためには、組織リーダーが改善志向に関わって、ビジョン・目標・具体的計画に関するストラテジー
を明確化し、同僚文化の範囲内でリーダーシップを発指することが鍵となるであろう。以上の点を踏まえ
て組織改善のストラテジーを実行していくことが肝要で、あると整理できょう。
次に、この組織改善志向を学校教育に援用して、特に学校総織の改善過程に着目する。
② 学校組織とその改善過程
前述の組織改善志向の理論的思潮は、学校組織体としての能率性や合理性を主眼とした追求であり、結
果として文書主義的傾向が生じてしまい、教育的内実とはかけ離れたところに関心が移りがちではないか
と危慎された。学校組織の本来の自的とは生徒の教育の質的向上にあるはずで、単なる組織体としての学
校経営自体に備霊的なウエ…トがあるケースが指摘された。
例えば、古典的なタイラ… (Taylor)の科学的管理法による合理的な組織経営論を学校組織に援用すれ
ば上記のような諜題が挙げられよう闘が、ここでは1950年代、我閣でも著名なシアーズ (Sears) による学
校総織の経営過程論に着目する。シア…ズは、学校経営のプロセスを計画段階(Planning)、組織化段階(Or伺
ganizing)、実施段階(Directing)、識整段階(Coordination)、制御段措 (Control) に整理している針。この
理論は我留にも1960年代に導入され、アメリカ間諜に動態的に学校経営の過程を把握する経営過程識を単
純化して、 PDS過程論と再解釈されて展開していった。また、この理論的展開では、カリキュラム過程
のPDSだけではなしその他の学校経営全殻に関わる諸計画も含んだ広義の意味での PDS過程論として
J足えられていた。
しかし、その経営過程論は、その後の畏開のなかでは、その意閣的方向へとは十分に機能できなかった
と雷える。特にセンジー (Senge)によれば、教育分野の学校組織においては「学習組織J(Leaming Organi-
zation)の確立が求められ、学校・学校匿の改善を実現するためには、教師集闘を中心とする問題解決適
正を踏まえた構成主義的な改善方法論が重要と唱えている。このことは換雷すれば、より望ましい組織改
とは、組織内における知識が一部の専門家や作業者一個人に所有されるのではなく、組織構成員全体で
如何に共有できるかが鍵であるとする。
こうした論調も踏まえながら、経営者の機能を動態的に把握する PDS過程論が学校組織改善論とセッ
トで展開されていった。その方向性は、 PDS過程設措において、学校に自立性があり、学校に改善性・
革新性を意臨した営みがあること、学校がコミュニティーと協働すること、学校の諸活動が校長を中心と
する教職員の民主的な経営によること等が論じられた。また、その実現のためにも、特に学校組織内部で
は、教師のモラールが高く保証され、教職員聞のコミュニケーションが取れた状態で学校文化を醸成する
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ことによって、専門性の協働性、教師の主体的な参加共通理解・意思決定過程の保証等が課題とされた。
学校の教育自標は生徒の実態・成長を賠まえたものであるべきであり、父母へのアカウンタビリティーも
負うと主躍されるようになってきた。
つまりこのことは、学校経営過程に民主性を反映することであり、「経営への民主的参加と民主的組織
開発Jを促すことが意図された。また、学校組織のマネジメントサイクルに教師父母・生徒・コミュニ
ティーが協働して関与参加することで、その教育目標の共有度を上げ、協働システムを潤滑にしていくス
トラテジーとも理解できる。例えば、その代表的な経営過程論には、カリキュラムの経営過程論等も挙げ
られよう。
③ システム理論と学校改善議
まず、「一般システム論J( General System Theory)を論じたヘイリントンとジョスリン (Heylighten& 
Joslyn)の整理によれば、 1940年代に生物学者のパンタランフイー (B剖 alanffy)が「一殻的システム論J
を提唱したことが、この理論の蜂起であるとする。
パンタランフィーは生物学的見地から、システムとは環境に対して開放的であり、その環境との相互作
用を行うものである。よって、そのシステムとは、新たな局面で継続的進化を遂げることを通した問題解
決性によって、質的向上を図れるものであると提案した。また、彼の「一般的システム論Jとは、要素還
元主義的理論と構成主義的な全体主義理論とを統合するシステム論であった。その要素還元主義的なシス
テム論は各々の部分的要素を検証し、それを明確化した後に各要素を構成する全体性を吟味していくが、
構成主義的で全体主義的なシステム論とは、最初に全体性を捉えてその見地から、各部分的要素の相互関
係を理解していくアプローチである。
つまり、そのヘイリントンとジョスリンによれば、「一殻システム理論」とは、システムの各部分や各
要素の国有の内実にi浪定的に着目するよりも、これら部分的要素関の関係性の理解を把握し、その上で全
体性の中で位置づける。また、これを前提としたフィードパックにより各要素の関係性を再焦点化する方
法論であるとしている九
以上の論調に加えて、システム論の立場から組織と環境の境界線に着目したのがウエンデルとベル
(Wendell and Bell)である。彼らによれば、「如何なるシステムもその環境から隔離される境界線を備え
ている。その境界線の内部をシステムとし、その境界線の外部をシステムおける環境である。jと定義し
ているへそこで、透過性をもっ境界線がある場合は、換言すれば、境界線内部のシステムと外部環境と
に協{動的な関係性が講築されているシステムは、オープンシステムであると把揮されている。
よって、学校区・学校組織は、オープンシステムとして位置づけられ、透過性がある境界線を自由に越
境できる協働関係が構築されるべきであるとする。ここでは、内部システムと外部環境において、情報・
各麓1)ソース・エネルギ一等の相互交換を可能にし、その内部システムは、その外部環境のなかに位置づ
けられ外部環境に依存することで成立するのであるから、外部環境との継続的な相互交換なしには存在不
可能となる。これは、学校区・学校組織におけるシステム論と同様に、広義の意味で外部環境に含まれる
他システムとの棺互影響・協働関係も考慮すべき点である。例えば、政治システム・経済システム・社会
システム等におけるインプット・実施・評価フィードパックなどの要素からも、学校医・学校システムは
インパクトを受けることになる。
以上の先行研究からも理解できるように、システム論とは外部環境との相互作用による生態学的なエコ
ロジー観 (Ecology) を兼ね備えている。この点に関してアメリカ研究者でもある中留は、以下のように
エコロジー観と組織システムの関係性を論じている。
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「エコロジーの発想には、生物体としての組織体が成熟に向けて社会変化(環境)に対応し(開かれ)
ながら、絶えざる自己改善をしていくという思惟が基本的にみられるわけである。この組織体の改善過程
をもう少し見ていくと、組織のエコロジーの中心には構成員の目標志向があり、この目標と結びついて構
成員は各々の仕事を協働化していく。成熟とはこの協働化(共存関係)をたえず、生き生きとダイナミッ
クに行うことを通して、組織体としての一定の成果(成熟、プロジェクト)に至ることに他ならない。」
更に、内外的なシステム論と学校経営との関係性において、学校経営をエコロジーとして考察する研究
上の意義は、以下の2点に集約できるとする。
1 )学校が存続・発展していくために必要な諸活動を共存関係 (Echo-system)の改義過殺として捉え
ること。
2 )学校は組識体としてウチに対しでもソトに対しでも環境対応することを通して自己改善 (Self-
Renewal) していくこと吋。
つまり、組織体をシステムとしてエコロジ…の発想から考察するとき、その改善過程において顕在化し
てくる複数の部分的要素を問題解決の過桂のなかで全体性として位置づけ、外部環境に対してオープンで
ありながら、その解決に向けたトータルな活動システムとして理解することができることになる。この観
点から、開かれた学校組織とはエコロジーに必鎮の生物的成長概念を援用し、学校組織・システムの境界
線における内外部との棺互作用を通して向上性を求め耐えざる自己改善をしていく成長と成熟の過程であ
り、このことが即ち、組織経営の改善過程論として条約できょう。
更に、スティーガル (Steagall)が、学校・学校区におけるカリキュラムの経営論と前述のシステム論
を適用して以下のように整理していることは、本研究の展開にとって大いに参考になる。スティーガルは、
後述するイングリッシュの理論的影響を受けた立場にあるが、カリキュラムの経営・評価に関わってカリ
牛ユラムマネジメントオーデイツト論を提唱している。このカリキュラムの経営・評価論は、前述のシス
テム論の構成主義的な全体主義理論と要素還元主義的理論を統合するシステム論に多大な影響を受けてい
るとしている九学校区・学校組織は、オープンシステムであり、全体構造の中に部分的要素を位置づけ、
相互に要素関で依存しあっている。この点においてカリキュラムの開発は、その条件整備の意味でのリソー
スのマネジメントに依存する必要があり、そのカリキュラム開発のためのリソースのマネジメントは連邦
政府・ナ1'レベルの教育行政等に依存することになる。このことは、先述の学校匿・学校組織におけるシス
テム論が、広義の意味で外部環境に含まれる他システムとの棺五影響・協働関係を意味することになる。
以上のことからスティーガルは、システム論とは例えるならば人体のようであり、その細胞の相互作用
は極めて複雑であるが、人体全体として目的を持ったある行動を成すために全体的機能が作用していくと
する。問様に学校システムにおいても、各構成的要素が「共通の目的jによって相互理解を可龍にし、相
互依存関係が必要となるネットワークであり、これが学校・学校区レベルで重視されると総括している。
il.学校改善論 (Schoollmprovement)にみるカリキュラムマネジメント
① 学校経営と学校改善過程議
まず始めに、本研究のアメリカのカリキュラムマネジメント論からみる学校経営論の留意点を以下のよ
うに整理する。
1 )学校教育日課の下に開発したカリキュラムを経営し、それが自標に合致するかたちで潤i骨に運営す
るための内外的な組織形成と、これよって機能する教育実践を行うこと。
2 )生徒一人ひとりが広義にはコミュニティーの社会的構成員であり、人的リソースであることを詰ま
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えて、主体的な人格の統一過程を支譲・指導していくこと。そのためのカリキュラムを編成し、教師
集団を中心とする支援・指導に協{動的に取り組み、その総体である学校組織を運営すること。
3 )コミュニティーの教育的課題も視野に含みながら、学校外組織が学校組織に関与する場ー合もあり、
カリキュラムの経営主体をバランスに記慮して柔軟な組織的対応ができること。
ここで、一放に我閣の「学校改善論Jは、問題解決性を重視して教育経営の活性化・学校文化形成・自
主的/自立的な組織体・関かれた協働性等の要素で構成されている。
一方で、アメリカの「学校改善論J(School Improvement)の一環に、学校組織の存在意義とは生徒の知
的・人間的成長の教育機関であることが究極的な重要項目であり、カリキュラム開発とその実施を通して
カリキュラム自標が生徒の成長・変容に反映されることを評価し、このカリキュラムの PDS過程をもっ
て、つまりカリキュラム開発・経営による「学校改義論jと把握する研究もある。そのカリキュラム開発・
経営との関係性の観点から学校改善 (School Improvement)について論じる州レベルの定義には、備えば
次のカンザス州のものがある。
カンザスナトi教育省では、「学校改善とは、生徒の学習到達度を向上するための学校カリキュラム開発に
関する問題解決的アプローチを施すためのフレームワークであるJと定義している九
(Kansas North Central Association， 2002 Kans註sState Department of Education， 2000) 
この学校改善のための問題解決的アプローチに関わる先行研究には、他にも以下のようなものがあり、
それぞれ学校改善論を概括していることが参考になる。
明確なミッションと教育自標によって学校組織を既定し、その達成のための基本的方策を活用して全学
校組織体として実現していくことを学校改善と捉えたコーソン (Corson)は、特に学校改善のプロセスに
自した。コーソンは、著名なデミングスのモデル論に依拠しつつ、そのシーワットサイクル (Shewhart
Cycle) を参考にして学校改善過程を目標 (plan)一実践 (Do)一研究・反省 (Study) 一行動 (Act)の
段階過程論で把握しているヘ
この学校改善論に関する国内研究では、例えばシナイダ… (Snyd佼)の学校経営における新しい視角が
「目標志向Ji組織Ji運営Ji リーダーシップJiカリキュラム管理Ji教職員研修Jの6項目に整理され、
前述のエコロジ…観と学校改善論の関係性について論じられている九
また、前述のシステム論会踏まえながら、これらの学校改善論を問題解決性の立場からより明らかにし
たのがセンジーである。この理論では、システムレベルの思考体系を重視し、「シングル・ループ リフ
レクションJ(Single-Loop Reflection) と「ダブル・ループ リフレクションJ(Double-Loop Reflection) 
を提唱している。
に、学校改善における「シングル・ループ リフレクションJとは、問題解決性を志向する 4つの
組織思考過程が「組織的意思決定Ji組織的実行Ji組織的観察Ji組織的省察Jのサイクル論で構成され
ている。この4過程は最終的に、実行前の初期的データの再検討、目標と実行レベルの整合性の検討を通
して次の計画段階へとフィードパックしていく。このプロセスによれば、学校改善過程において顕在化す
る部分的要素に狭義の検討を加えるばかりではなく、問題解決性のある全体性的システムとして理解する
ことができるとする。
に、「夕、、フソレ・ルー プ リフレクションjとは、単位学校組織の範関を超越した学校外部組織・学
校外部リソースを含みこんだ条件での「リフレクションJである。このことは、前述のフレンチとベルが
定義した境界線内部システムと外部環境とに協{動的関係性が構築されるオープンシステム論と同様に、学
校組織発展の可能性を検討する上で学校外部の教育力活用を再構成することを念頭においた「リフレク
ションjとなる。これら 2つの「リフレクション」をカリキュラム開発・経営との関係性から考察すれば、
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究極的には学校組織がある一定の教育自標実現のためにカリキュラムをデザインし、そのカリキュラム
践段暗から派生した新たな課題を解決していくためのカリキュラム評価論でもあり、その意味でカリキュ
ラム経営の PDS過程の各々における「リフレクション」であると換言できょう。
この他にもモター (Motter)が示した4段踏過程論が、学校改善論における問題解決性を論じる上で参
考になる。ここで、このプロセスとは f問題把握JI解決に向けた立案JI計画の実行JI省察jで構成さ
れ、モターが論じる「計画J(Plan)は、主として学校組織でのカリキュラム開発とそのカリキュラムを
組織的に経営することを意味しており、カリキュラムを創り動かすことによる改善過程論にとってこれが
典型的に対花、する故に、本研究のカリキュラムマネジメント論に援用可能と判断できる九
ここでのカリキュラムマネジメント論は、単位学校において、カリキュラムの編成過程・実践過程・そ
の評価検証過程が一体化となり、カリキュラムが生徒にとって最大限の教授学習効果をもたらすために学
校組織的な条件整備を進める全体性・構造性の理論である。広義には、学校組織外事項の行政的側面やコ
ミュニティ…的側面まで含み、改善過程を伴う学校経営の中枢であり、学校内部組織の構成員である教師
間の実践的総体でもある。よって、この学校改善の4段措過程をカリキュラムマネジメント論の見地から
再解釈しながら、若干の考察を加えていく。
第1段階過殺の「問題把握jは、恭本的に学校組織の問題構造を把握することから開始する。ここで第
一義的な学校改善の課題は、生徒の学的・人格的成長に関わる実態把握である。本校の生徒の実態は如何
なるもので、それを支援するコミュニティー・父母の要求を把握することが必要になる。これらの観点か
ら学校教育自標を再考察し、また、既存のデータを解釈して学校組織の長所短所を可能な限り分析する必
要がある。これらの手続きを通して学校改善目標を明確にすることが求められる。
よって、その教育自標の具現化のストラテジーが、カリキュラムの開発・経営であるカリキュラムマネ
ジメントであるとあ主えられる。
第2設階過程の「解決に向けた立案jは、「問題の把握j過程で得られた情報を基にその呂擦に合致す
る計踏をデータ分析の全体講造から検討する。その立案では、カリキュラムマネジメント論ではカリキュ
ラムデザインに相当するが、そのデザインにおいて組織的な協働戦略が国られる。モターによれば、この
段措過程において、スタッフはブレインストーミング等の具体的な手立てによって「問題担謹Jを行い、
教師関の共通理解を図るが、結果として生徒の学的・人格的成長にとって最も有効な計画性を持ちえるこ
と、つまりこれがカリキュラム開発であるとする。
よって、この「解決に向けた立案」段階過程では、組織構成員の協働的対話による f職業的開発J(Pro但
fessional Development)が重要な鍵を握ると提唱する。これを計闘の中心に据えることがシステム内部を
より強間なものとし、学校組識の全体がビジョンに向かつて民主的で合理的な経営をなすと理解できる。
第3段措過殺の「計画の実行J，立、実際の実践段階であり、ここでもやはり「職業的開発jが重視され
る。開えば生徒集団にとって如何なる授業展開がカリキュラムデザ、インの自標議に合致するものなのか、
或いはそのカリキュラム自体を現実の実践的流れに対応して修正するべきなのか、職業集団である教師開
で検討がなされることになる。これに加えて、学校外部との境界線を越したリソースの活用と、学校外組
織への貢献等も含めた計画の実行が求められることになる。その意味で、常に学校改善の過程論において、
「職業的開発jは極めて重要な位置付けとなる。
第4段階過程の「省察jは、この計画であるカリキュラム実施の結果や、その支援を通した組織的改善
の効果を振り返る評価論に関わる。センジーによれば、継続的改善論の概念はこの評価のプロセスに適用
できると整理している。そのプロセスは、学校改善計画を含んで取り組んだ事前と事後の総合的データを
分析するのだが、モターは前述の「ダブル・ルーフ リフレクションjが望ましいとする。それは、単位
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学校内部だけの評価論に終始することなく、父母やコミュニティーメンバ一等の学校外部リソースを含ん
だ「リフレクションjは、外部評価の要素を兼ね俄えることによる。このことは、学校内外部に協働的関
係性が構築され、その評価をフィードパックすることによって効果的な学校改善が達成できるとみなすこ
とができる。
以上のようにモターの学校改善論において、問題解決性を踏まえた「計酪論Jをカリキュラム開発・経
営論に援用したカリキュラムマネジメント論の視点から再解釈を試みた。特に組織運営論の観点から考察
した場合、その学校改義過程にとってf職業的発達論jは重要な位置付けとなり、開時に「受容能力J(Ca司
pacity)の検討も必要とされ、これらの観点を次に論じていく。
② f受容能力Jと「職業的関発Jによる学校改善説
まず、「受容能力」の組織的構築論に関する多くの先行研究があり、これらの観点がカリキュラムマネ
ジメントの組織経営的な条件整備面と合致すると考えられ、この点から若干の考察を加えてみる。
エルモア(巳lmore) によれば f受容能力」の組織的講築は、組織外部の人的資源、多様な教育的 1)ソ
ス、財政的支援等の組織経営的な改善志向を含んで、いるヘこのことは郎ち、我田でも論じられるカリキュ
ラムマネジメント論のいわゆる 4Mである「人的資源J. i財的資源J. i物的資源jそしてこれらを関連付
け学校運営をする「マネジメント」を示唆していることになる。つまり「受容能力」の組織的構築とは、
学校紐織の改善性を志向する各営みにおいて組織構造を経営する条件整備の潜在的能力を高めることであ
り、カリキュラムの開発・経営との関係性で捉え直せば、いわゆる学校改善志向の中心に位置づくカリキュ
ラムマネジメントの全体的能力のことと解釈できょう。
更に Elmoreによれば、学校組織は、学校外評価に対応しニーズに応えようとすることで、組織的な「受
容能力」を伸長することに繋がると指摘し、そのためにも学校紐織構成員である教師各偶人と組織システ
ムとしての「受容能力jを関係付け、相互関係の高まりによる「職業的開発Jが許要であるともする。そ
の意味でセンジーは、前述の「学習組織」論を提唱したのであり、組織改善とはその将来的な展望に立ち、
組織構成員樹立の学習を通して組織的な f受容能力」の継続的拡張をすることとしたへ
その「学習組織Jと同様な意味でホールド (Hord)は、 「学習コミュニティー」論 (LeamingCommunity) 
を提唱している。学校内部組織の構成員の研修研鐙やティームワークとしての協働牲に焦点化される傾向
がある「学習組織j概念を拡大して、学校外組織との協働性により重点を鷺いたのが「学習コミュニティー」
論である。この立場からは、学校改善過程において「受容能力Jを再構築するために州・学校毘レベルと
学校との関係性の検討や、父母・コミュニティー団体等の学校環境との外部的協働牲を視野に入れること
になる。このことが、究接的には学校組織内外の「受容能力J構築をもたらすものと整理した。
これに加えてホールドの「受容能力jそ高める学校改善論においては、これらの「学習組織j論や「学
習コミュニティー」論を有機的に機能するためのキーワードが「職業的開発J論であると位置付けられて
いる。まず、その「職業的開発J論では、長期期間に渡り生徒の学術的到達点に協働的に関わろうとする
教職員のモラーjレを第一に挙げている。分業体制が確立する傾向が強いアメリカの学校組織において、教
師間相互に協調しようとする同僚性(Collegiality )と、学校の抱える重要課題の解決に向かつて積極的に
改善を試みる革新性の両立こそが、望ましいモラールに基づく協働性の発揮に繋がるという。
第二に、この「職業的開発J論が、問題解決裂の学校経営論に位置づくエコロジーとしての学校改善論
の一環であるとするならば、ここでは適応と進化論に関連して、学校を取り巻く外的環境の変化に適応、対
応し、学校改善を意留してよりよき方向に運営していく生命感ある組織体の一体的な総称として理解でき
る。また、内外的環境との共存関係性の向上が、学校組織的には PDS等の改善過程を踏まえた組織構成
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員の自己改善へと帰結し、これが最終的には「受容能力」を高める「職業的開発J論であると整理できよ
:!".'択を
ノ 0
参考までにハモンド (Hammond)は、この f職業的開発j論に「開僚性の雰間気Jr公開性と信頼性」
「教育的問い合わせに対する学びの場の設定Jr各教師の専門分野に関する研修機会Jrリーダーシップ・
協働性・ネットワーク等の再構成」の5要素を挙げている九
しかし、パース (Barth)の「職業的開発J論では、教締が授業スキルの伸長・教職の使命感・学級経
営における生徒への対応/撲などの教師としての人格的・職業的開発は、学校組織内の協{効性に負うとこ
ろが大きいとする。つまり、学校改善はまずその組織内部からの同僚性が鍵を握るとする。教師集団は、
教師相互の実践観察・分析・質疑・省察のプロセスを通じて教育力の向上を鴎るものであり、パースは、
校長・教師関等の組織構成員による「職業的開発jを可能とする学校紐織の「受容能力」に着自している。
この間僚関係を紐織内部から積極的に活用することによって、教職員の専門的力量を伸長し、結果的に学
校改善に関与すると結んでいる摘。
他にも「効果的学校J(Effective School)モデル研究で著名なタイラー (Taylor)は、学校がその改善を
遂げるためには、まずは中長期的ビジョンを持ち、職業的な「受容能力Jを組織的に構築するストラテジー
を如何に開発できるかに懸かつており、ポジティブな組織的インパクトがあれば生徒の教育効果がより
まると結論付けている。これらの「効果的学校Jの基本的前提では、教師が積綴的に組織的な意思決定に
参画して「職業的開発jに関わるシステムが整備されている。その上で、学校リーダーである校長等の管
理者ばかりでなく、教師も担当する日常的実践を向上するために職業的「受容能力jを高め、組織構造を
経営する条件整備の潜在的能力を培っているとする。特に、フォーマルな組織改善研修に関わる担当スタッ
フは、単発的なワークショップに終始することなく、帯設業的「受容能力jにおいて教育的リソースの活用、
中期的な目標形成などに熱心で、あると報告されている九
よって以上のように、この「職業的開発Jr受容能力Jと学校改善論の関係性によってポジテイブな学
校文化を醸成し、そのことが質の高い学校経営に繋がる可能性を示唆した。また、これらの学校内外部的
な学校文化の組織的な活用こそが、学校経営の中枢の一つであるカリキュラムマネジメント論のイン
フォーマルな構成閤子となりえると考えられる。このことを更に整理していく上で、次節では[効果的学
校 (EffectiveSchool) J . r自立性の高い学校経営J(School Based Management)等による学校改善論へと、
そして、その視点から分析するカリキュラムマネジメント論の整理へと展開していく。
N. r学校に基礎を撞く経営J(SBM)/ r効果的学校J(Effective School) にみる
カリキュラムマネジメント
①学校改善モデルと「効果的学校J(Effective School) 
学校改養論と生徒の学習効果との関係性を論じたボルツ (Bolz)によれば、「危機に立つ国家」以来、
数多くの学校改善論が論じられてきたが、それは大別すると以下のように分類できるとする。
a) r加速的な学校J(Accelerated School) 
b) r統合的テーマ中心授業J(Integrated Thematic Instruction) 
c) r全ての子どもに成功をJ(Success for All) 
d) rコア的知識の育成J(Core Knowledge) 
e) r優秀性に向かつてJ(Onward to excellence) 
f) r労働と連携する高校J(High School That Work) 
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g) r効果的学校J(Effective Schools) 
飽にも多様な学校改善モデルが論じられてきたが、その大部分の報告書が、これら学校改善の効果とし
て、生徒のパフォーマンスが向上したことを報告している。例えば、生徒のアカデミック到達度、卒業・
出席率、学校生活態度に改善点がみられ、中途退学率も減少している。また、生徒のパフォーマンス部分
だけではなく、学校組織内の教職員聞でも改善点が報告されている。例えば、教職簡でのコミュニケーショ
ンの向上に関わって協働性の発揮や、積緩的な学校文化が盟主成されたこと、民主的なリーダーシップの形
成や教職員の組織の一員としての自覚が生まれた等が挙げられよう。特に、カリキュラムの条件整備とい
う意味で学校改善論を再検討する際に、械して「職業的開発論jを基底に据えた「学習コミュニテイ
の文化的側面が鍵となっている九
ところでよ記の a)~ g)の中で、特にシステム論の見地から学校組織全体を改善しようと試みたのが、
。「効果的学校jである。この f効来的学校Jは、その凋係団体である「全米効果的学校協会J(National AI-
liance for Effective Schools)が、その典型モデルを示しており、それを手本に実施段階に踏み切った学校数
は数千校に及ぶとする九
タイラーは、「効果的学校J運動の蜂起をエドモンズ (Edomonds) に位置づけている。 60年代に極めて
大きな教育的インパクトを持ったfコールマン報告Jがあるが、エドモンズは独自の調査により、このコ
ルマン報告を批判し、経済的に低位指級の生徒達が、必ずしも富裕層の生従に比較して、低学力であり、
学校へ不適応であるとは限らないと指摘している。そして彼は、経済的低位の生徒達がマジョリティーを
占める学校が、その教育目標の具現化として、生徒の教育効果をト分に上げている学校を分析している。
この学校こそが即ち、 f効果的学校」であり、タイラーは、この初期的な教育的動向を生起したことに
よりエドモンズを「効果的学校運動の父」と位霞付けたのである九
f効果的学校」は以上のような背景を持つが、現在の「効果的学校」の態様を把握する上で、ボルツは、
「全米効果的学校協会jの実施モデルを典型的に実践化したケースである KNCAとQPAを分析し、その
アウトプットとしての教育効果を通して学校改善について論じている。その効果的学校モデルは、以下の
7つの構成要素を含んで、いるとする。
a)学校ミッションが明確に焦点化されている。
b)生徒の学習環境が整っており、秩序のある学校の雰臨気がある。
c)生徒、教師、管理者のそれぞれに高い期持が持たれている。
d)学級経営・授業時開がきちんと運営され、生徒の学習機会の保障がなされているo
e)教職員や校長等の管理職が、授業に関するリーダーシップを発揮している。
f)生徒の学習状況等を十分にモニタリングしている。
g)讃極的な学校と家庭の連携がある。 慨。
次に、以上のボjレツが論じた7点を本研究の主眼であるカリキュラムマネジメントの構成要国に位置づ
けて考察すれば、それぞれ以下のように再解釈して整理できょう。
a)学校のミッションに関しては、やはり学校教育目標が第一義的に明確化されることからカリキュラ
ムのデザインが行われると言える。ここで、学校レベルでの「めざす生徒像」があり、その実現に向けて
カリキュラムを編成する上で、必然的に学校のミッションが重視されよう。
b)生徒の学習環境と学校の秩序に寵しては、学習環境の整備や学校秩序の課題は、生徒の学習意欲の
向上にとって周辺的・間諜的でありながらも、 r揺れたカリキュラムJ(Hidden Curriculum) として機能す
ることは極めて重要なことである。学校のミッションの実現のための生起のカリキュラムがあるとすれ
ば、学校文化との関連で「隠れたカリキュラムjをより讃植的な方向へ転換するために、まずは学習環境
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整備や学校秩序に力点を置かなければならないで、あろう。
c)生徒、教師、管理者等に対する期待感と生徒の成長との相関関係においては、「効果的学校」とは
対賠的に「効果の低い学校」では、一般に、経済的低位で社会的に望ましい期待がされない家庭・学校環
境にあれば、生徒の学習意欲がほとんど高まらず、カリキュラムマネジメントも機能し難いとされる。よっ
て学校組織全体としての期待感は、その構成員である教職員・管理者、そして生徒のパフォーマンス向上
にとっても重要な要国である。
d)学級経営・生徒の学習保糠に関しでは、カリキュラムマネジメントと商標に重要視されるのは学級
経営 (ClassroomManagement)である。近年、アメリカでは移民増加傾向に加えて、テロ対策の社会的影
響が学校教育にも影を落としており、安全管理の問題がクロースアップされてきた。よって、まずは学級
経営を基盤に指えた学校組織経営が基本的な運営方式であり、この条件整備が撃ってこそ生徒の学習保
障、つまり、カリキュラムマネジメントが動いていくのである。
e)教職員や校長等の管理職が適切なリーダーシップを発揮することに関しては、前述のカリキュラム
開発論における経営的側面でも論じたが、カリキュラムリーダ…シップは「効果的学校Jでも向様に、大
きな影響を持つ要因である。やはり、カリキュラムを「誰が創り動かすのか」の視点は、カリキュラムマ
ネジメント論にとって踏まえなければならない視点であることがここでも浮き彫りになったと蓄えよう。
特に、カリキュラムの実施段階では、学校組織の内外との協働性を活用できるリーダーシップが必要とな
るのは自明のことであろう。
f)生徒の学習状況のモニタリングに関しては、単なるテスト数値に限定された評価論に終始せず、常
に生徒の学習状況を支援するモニタリングシステムを徹底すれば、生徒の自己評{商・相互評舗に加えて、
教師による指導と評舗の一体化を実現可能とする。
このことはカリキュラムマネジメント誌の評価過程と連動し、フィードパックによる修正行動 (Action)
に繋がるよで動態的なカリキュラム支援として位麓づけられよう。
g)積極的な学校と家農の連携に関しては、一般的にも教育効果を上げる有効手段であり、学校・学級
担任と父母との信頼関係の構築こそが、「効果的学校jにとっては尚一層重要なものであろう。しかし、
カリキュラムマネジメント論では、カリキュラムを自主的に編成する視点も含むので、学校内部での協働
性に加えて、学校外部との協働性こそが重要であり、その意味で父母との連携に限らずコミュニティー資
源・メンバーの教育的活用も極めて重要な要因となる。
以上の7点の解釈により、「効果的学校jにおけるカリキュラムマネジメントの論点の整理を試みたが、
これらの観点に加えて、 UnitedStates Department of Education 1999の調査によれば、「効果的学校」とは単
位学校における教育改革であり、その学校改善の成功的要西は以下の3点にあると指摘している。
第一に、「効来的学校Jでは、学校経営の中心がまずは授業・学校経営にあり、そこでは批判的思考力・
問題解決能力、そして全生徒に対して高い期待がかけられている。第ニに、学校組織の教職員は、相互に
協f動的で、あり、学校・学級経営改善に関する重要な決訴に積様的に、且つ誼接的に関与することができる
雰間気がある。第三に、これらの f効果的学校」では明確な教育的ビジョンとストラテジーを持ち、長期
的なスパンでシステム的に対応している。組織講成長である各教師は、「職業的開発jにおいても主体的
な意思決定をなし、民主的に紐織経営にあたる組織参酪状態を通して、教師と管理者は職業的「受容能力j
を講築していくことが明らかになった九
このように「効果的学校jは、一つの教脊改革的な動向であったが、次には、これを教育経営的視点か
ら一歩進めて、単位学校が自主・ 8立した経織経営であり、独自のカリキュラムマネジメントを展開する
SBMについてf食言すを加えていく。
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②SBMにおけるカリキュラムマネジメント識の震関
1980年代後半、特に1983年の「危機に立つ富家J(A Nation at Risk)以来、一連の教育改革動向の中で
中央集権化・標準化への教育的転換が打ち出されてきたが、一方で、それとは異なる地方分権化へと進展
する{静かな教育改革J(Quiet Educational Reform)の方向性も存在した。その一つが「学校に基礎を置く
経営J(School based Management、以下 SBM)であった。
その SBMとは端的に概念規定をすれば、集権化と分権化のなかで生起した離念であるが、各単位学校
が当該学校区から可能な限り自主・自立して、人事権・予算権・自主的なカリキュラム開発を主体的に経
営できる新たな形態の学校改善論である。その定義について幾っか挙げてみるとクルーンとホワイト
(Clune & White)の定義は、 fSBMは、単位学校において自治的運営を向上することよって、教育改善を
デザインするシステムである。
リンデロー (Lindelow)は、 fSBMとは、単{立学校が教育的意思決定段階において、自治権を持つこと
ができる教育行政システムである。制」
マレン (Malen)によれば、 fSBMとはこれまでの公的教育構造を問い直すシステムであり、個別学校
が地方分権化するー形態である。その経営に関する権威の再分配によって、自治的に学校改慈の決定事項
を困ること治宝できるものである。Jとしている九
また、由内研究でも、アメリカの SBM研究は盛んであり、例えば、葉養正明 (2001) rアメリカの「学
校の自立性jの研究j.浜田博文fアメリカにおける個別学校の裁量拡大と校内組織編制に関する一考察J. 
本田正人「アメリカにおける School勝BasedManagementについての一考察J等があるヘ
しかし中留は、これまでの国内研究はナ1'レベル・学校区レベルと単位学校である SBMとの関係性、特
に法制度論や権眼委託等に関する組織経営論的な観点からの論考がほとんどであり、学校改善をはじめ学
習パフォーマンスを含めたカリキュラム開発等についてはほとんど言及されてこなかったと指摘し、カリ
q::.ュラムマネジメントを分析視点に措えて、 SBMと学校改善との関係性について明らかにする必要があ
ると問題提起を行なっている。
よって、筆者も現地でのフィールドワークに同伴したが、中留はその成果を踏まえながら、 SBMと学
校改善の関係性に関する特色を以下の8点に整理した。
1) f各j学校が改善の基本単位である。
2 )生徒を夜接に教育する関係者こそが、最も教育的事実に藍面することを鑑み、教育的条件整備に有
効なi育報と見解を持っているものと信頼を寄せている。
3 )継続性のある質的改善を罷るには、長期的スパンでの時間が必要で、各学校には時間をかけて改善
努力を傾け、結果を出せる時間的猶予が確保されている。
4 )校長が学校改善においては鍵的存在となっている。
5 )プロジェクト(カリキュラム)の計調一実施に教職員とコミュニティーからのより優れた参画が確
保されている。
6 )教職の新しい専門性(専門的協働)がみられる。
7 )生徒には、学習効果としての高いアチ…ブメントが要請される。
8 )予算と教育活動(指導内容)との統合化を図ることが狸いとなっている九
これらの観点を学校改善と SBMの関係性で再解釈するとき、特に「学校支援jと「関かれた協働jの
視点から分析可能である。 SBMの典型的特畿は、教育行政から人事権・予算権等の自治性・主体性の確
保にあり、このことは即ち教育の規制緩和にあたる。各学校において裁量拡大の動向のなかで、各権限の
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行使方法において、学校文化を規定する学校内部的協働性はもちろんであるが、外部的協働性である父母・
コミュニティ…メンバー・その他教育関係者との連携が重要な意味を持つ。
開えば、調査を実施した分析対象の SB抗校は、 WAv'I'I.シアトル (Seattle)近郊の EdmondsSchool Dis-
trict: Lynnwood Intermediate School (生徒数約500人。学校長DavidKoyama)である。校長のコヤマによれ
ば、本校の校長人選は3人の候補者のなかから投票によって選ばれたという。その投票者とは、主として
教師を含んで父母・コミュニティーメンバーであり、自治的な学校経営の第一歩が、学校関係者全てにあ
る点が興味深い。
その SBMである LIS校では、校長が学校改善において鍵的存在となっており、教職員の学校人事も校
長の選任である。基本的に校長が明確な学校経営方針を打ち出し、そのミッションを理解し積槌的に協働
できる教職員を組織メンバーとして迎えている。ぞれ故に、教職員間における相互の専門性を発揮し、必
要に応じて教師の協{動性に関わる学校文化を醸成しやすい条件が整うことになる。 LIS校では校内研修が
盛んであり、アメリカではあまり例が見られない研究授業 (Lesson Class)によって、授業見識を深め授
業スキルを向上させるのだという。
これに加えて、予算と教育活動(指導内容)との統合化を図ることが狙いとなっており、学校教職員ス
タッフの人件費ばかりではなく、学校を基礎におくカリキュラム開発とその経営に費やす予算執行をとも
なっている。
以上の観点を踏まえて、 SBMにおけるカリキュラムマネジメント論の視点から分析するとき、 LIS校
の特鍛的カリキュラムの場合は、第2章で後述する f人格教育Jにharact，巴rEducation) にある。 LIS校の
「人格教育Jパンフレットには、協調性(Cooperation)・自信 (Confidenc巴)・尊敬(Resp巴ct)・責任 (Respon-
sibility)・思いやり (Caring)・勇気 (Courage)・正産 (Honesty)・自己修練 (Self-Discipline)・親切 (Kind-
ness)の道徳的項目があげられ、学校レベルで道語的な雰盟気を穣成している。このことが即ち積極的な
学校文化に連結している部分である。
つまり、 SBMのカリキュラムマネジメントでは、学校独自に責任主体を明らかにしたカリキュラムの
計簡一実施において、教職員とコミュニティーからのより優れた参間が確保されているのであり、これに
よって、生徒に学習効果としての高いアチーブメントが期待されることになる。
このように SBMと学校改善論の関係性において、とりわけそのカリキュラム開発・経営に焦点化した
指針を示すことができるのが、著名なスキルベック (Skilbeck)i学校に基礎を置くカリキュラム開発J
(School Based Curriculum Development)であろうへ
スキルベックは、中央政府による集権的で醐一的なカリキュラムガイドラインの遵守ではなく、地方分
権化の論調に対応して、カリキュラムの自主的な開発権利を学校側に可能な限り保障するべきであると提
唱している。そこでは、何よりもカリキュラム開発こそが、教育行政に設置づく単位学校の改善に夜接的
に結びっくものであり、学校改善の有効手段であると位置づけている。その「学校に基礎を置くカリキュ
ラム開発Jにおけるマネジメントサイクルは、学校環境・状況の分析からカリキュラム呂標を決定し、そ
の自標に合致するカリキュラムのデザインを通してカリキュラムの実施・評倍と展開していく。
このスキルベックの発想、は、カリキュラムが自主自律的な学校改善の中枢にあると明確化したことにお
いてカリキュラム研究上の理論的価値があり、その「学校に基礎を置くカリキュラム開発Jに必要な条件
は、第一に、教職員集由が反省的実践家でありカリキュラム実践を常に分析すること、第二に、学校組織・
組織構成員に未来志向の問題解決性があること、第三にカリキュラム開発に関する内外的な協働性が発揮
できるネットワークが形成されていること等を挙げている。
以上、ここでは f効果的学校」と SBMに焦点化して、学校組織改善の視点からカリキュラムマネジメ
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ント論に考察を加えた。次は、その学校改善論に欝わって、その学校組織の内部講造における読働性をベー
スにした動態的な学校文化論と、それを動かす校長のリーダーシップ論について考察を深め、以上の調点
からカリキュラムマネジメント論を更に検討していく。
V.学校文化論 (SchoolCulture) とリーダーシップ議 (Leadership) にみる
カリキュラムマネジメント
学校組織経営におけるリーダーシップ論や、学校組織構造に位置付く学校文化論に関する先行研究はあ
まりにも莫大にあるが、ここではその中でも学校組織を改善する上でカリキュラム開発・経営を学校改善
論の中心に揖えた観点から、リーダーシップ論と学校文化論を総括していく。
①1)…ダ…シップ (Leadership)論とカリキュラムマネジメント
リーダーシッブの類型化理論は多種多様にあり、また、国内研究でも、アメリカのリーダーシップ研究
は盛んであり、例えば、中留 f学校文化を観るリーダーシップJ.露口「校長のリーダーシップと学校成
果 (SchoolEffectiveness)の関係J.篠原清昭「校長のリーダーシップのエスノグラフィーJ等がある九
我閣にも紹介された著名なアメリカにおける校長のリーダ…シップ研究では、デーjレとピターソン(Deal
& Peterson)の (TheL回 dershipParadox; Balancing Logic and Artis町 inSchools)がある。ここでは、校長の
リーダーシップスタイルを学校の組織構造に配慮した「技術的リ…ダーシップJ(Technical Lead巴rship)
「文化的リーダーシップJ(Symbolic Leadership)に大別しそのバランス志向が課題であると整理されてい
る九中留は、この 2つのリーダシップスタイルの媒介となるのが f教授的リーダーシップjであり、こ
の3つの 1)ーダーシップが学校改善の鍵となるとする。
そこで、本研究では、こうした論調に位罷付くリースウッド (Leithwood)による学校経営上のリーダ…
シップの 6分類を参考にする。それらは、 a)I教育的リーダ…シップJ(Instructional Leadership) b) 
「変革的リーダーシップJ(Transfrmational Leadership) c) I遵徳徳、的リ一ダ一シツプJ(Moral L巴a吋d巴釘r-
sぬ剥hip) d) I参加自的力リ一ダ一シツプJ(Pa註紅制rれ拍ticipa幻凶tiv刊eL巴凶adeαrsぬhiゆp) e) I経営的1リj一ダ一シツプJ(Manage-
rial Leadership) f) I偶発的リ一ダ一シツプJ(にCo∞n羽凶1抗刈巾t討山出1I凶ng許en凶ltL巴a婦deαr油iゆ刷pが)であり、その分類に応じて関連
研究を付加的に吟味していくこととする九
また、校長のリーダーシップ研究の権威である露口の整理では、 1980年代は f教育的1)ーダーシップ」
が注目され、校長による教師や生徒への高い期待、クラス訪問、カリキュラム調整、児童の成長の把擦に
効果を上げたとする。 1990年代に入ると、学校改善論に位置づく SBM等の教育政策転換により、学校変
革者的側面が重視され「変革的リーダーシップjが澗光を浴びたとする。
よって、本研究の趣旨で、あるカリキュラムマネジメントによる学校改善の観点から、特に6分類の中か
らa)I教育的リーダーシップJb) I変革的リーダーシップjを中心に論じていく。それは、本研究にお
いては、これらのリーダシップ論が第 1章で後述する[変革的カリキュラムリーダーシップ論J(Transfor-
mative Curriculum Leadership)へと畏関していくことを見据えており、学校改善論に関わってカリキュラ
ムマネジメントの組織内部構造に位置付くそのリダ…シップ論が、カリキュラムの条件整舗的側面で有用
な意味を持つことによる。
1 ) r教脊的リーダーシップJ(Instructional Leadership) 
「教育的リーダーシップjとは、生徒の人格的・学的成長に影響を及ぼす教締を対象にした摸範的なリー
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ダーシップである。このタイプのリーダシップは、学校改善のアウトプットとしての生徒の変容等を念頭
に置いたリーダーシップであることにより、本研究で論じるカリキュラムマネジメントによる学校改善論
に対応する一つの重要な視点となりえる。剖えばフォスター (Poster)は、この「教育的リーダーシップJ
には広義の概念と狭義の概念があるとする。広義の概念では、校長の公的権限の一環として組織論のとり
わけ教師集団に着目し、校長の模範的なリーダ…シップにより学校文化が藤成し、職員間のモラーlレ(Mo崎
rale)の向上に繋がるものとする九狭義の概念では、生徒のアカデミック性に査結する概念であり、カリ
キュラム・授業の展開のなかで質の高いカリキュラムを開発し、その実施段階で優れた授業実践に役立つ
リーダシップの型である。この点において、アメリカの場合、校長によって藍接的な授業実践もあれば、
模範授業やティーチングに関わる指導助言が求められることも多いのが特酸的である。
アメリカの校長戦は、我閣の校長昇進のスタイ jレとは異なり、専門的な大学院教育による学位等が前提
とされる;場合が多く、その大学院教育は EDD(Education of Doctor D巴gree)等の実務的なプログラムによ
る管理職養成が中心となっており、これが急激な増加傾向にある。こうした教育制度上の事清から、校長
が実際的にカリキュラム開発の内容・方法面に関与する力量を備えているケースも少なくない。更に、こ
の f教育的リーダーシップ」論では、将にカリキュラムマネジメントのカリキュラムリソースの活用も校
長の判断によることも指摘されている。
他にも向様な論調として、ハリングラーとへツク (Hallingerand Heck)による「教育的リーダ…シップJ
論でも、強力な「教育的リーダーシップJは、組織構成員の共通理解に関わる錨値観形成の課題や、究極
的には生徒の教育的効果の向上に関わる間接・直接的な学校経営上の重要なファクターであるとする。彼
らの研究で共通して考察されることは、この f教育的1)ーダ…シップJを主として校長が発揮する学校で
は、校長が教育的リソ…スとなり生徒・教師簡のコミュニケーションを促進するので、結果として活動的
で質の高いカリキュラム・授業実践が展開されていると裏付けされ、生徒の学習態度・学校生活態度にも
望ましい改善が見られたとする九
フォリスカ (Poriska)は、「効果的学校」の発展的動向においても、 f教育的リーダーシップjは大きな
役割を果たしていると指摘する。この一連の学校改善の動向のなかで、校長を中心とする「教育的リー
ダ-Jは、 f也の教職員の教育的モラ…jレが高まるような積極的影響を与えるべきであり、例えばベアになっ
てでも特に教科指導を重視し、生徒のアカデミック到達度の向上や、他の教育的効果性を第一義的に据え
る学校改養を目指すべきであるとする。この見地からも、特に校長の「教育的 1)…ダーシップjこそが、
教師集団が生徒中心主義で関われるように条件整備をする上で、その人的・物的・対的リソースを提供す
るマネジメントを運営する鍵になると提唱している九
2) r変革的リーダーシップJ(Transformationalしeadership) とカリキュラムマネジメント
次に、この「変革的リーダーシップjモデルは学校改善・学校変革のファクターとして認知されている
が、これはカリスマ的要素も合みながら、組織構成員にとってリーダーの意図・実態が理解しやすいかた
ちで、組織集団を 1)…ドできる力強いタイプの類型に属する。これによって、組織構成員の責務意識・能
力が向上しうるものであるから、各偶人の責務意識が組織目標と合致し、また冒標達成に向けて組織的な
「受容能力Jが高まることにより、更なる組織的生産性が期待できる。形式的で管理的権力構造に派生す
る受動的な「フォローシップJ(Pollowship)ではなく、強力な「変革的1)…ダーシップJにより結果とし
て組織構成員の意識変革に繋がり、穣極的な相互刺激によって組織目標を達成しようとするものである。
地にもデイラード (Dillard)の「変革的リーダーシップJ論の定義では、 f人の心に届くことで良心を
青み、何かの意味を構築することで、人の力の源となるような人の意識を活性化するリーダーシップであ
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る。Jとしている泊。
ここで、前述のリースウッドは、 6タイプのリーダーシップ型を類型化しているが、その中でも学校組
識における「変革的リーダーシップ」の発揮場面は、以下の7つのモデルに分類できるとする。
. i学校ビジョンの形成J(Building School Vision) 
. i学校教育自襟の設定J(Establishing School Goals) 
. i (教職の)知的刺激の提供J(Providing Intellectual Stimulation) 
イ偶別支援の申し出J(Offering Individualized Suppo託)
. i最長の実践モデル開発とZ重要な組織的価値観(形成)J
(Modeling Best Practice & Importa以 OrganizationalValues) 
. i高いパフォーマンス期待の示威J(Demonstrating High Performance Expectation) 
. i生産的な学校文化藤成と決定事項への参加構造構築J
(Creating a Productive School Culture & Developing Stu則 uresto foster participation in school decisions) 叫
以上の分類をカリキュラムマネジメント論の経営的側面に照らし合わせるとき、特にこの「変革的リーダー
シップ」が校長によって発揮される場合、「学校ビジョンの形成Ji学校教育目標の設定J場面では極めて
大きな役割を占めている。これによって教員相互の「知的刺激を提供jする f学校文化の醸成jと、教職
員が学校組織の重要事項へ参加できる民主的な組織構造の構築がなされ、結果として協働的な学校改善が
遂げられていく。
一方で、「変革的リーダーシップJ性がある校長は、必要に応じて「個別支援の申し出jをすることもあ
り、これらの学校改善を具現化する中心的手段としてカリキュラムの開発・経営を位置づけることも考え
られよう。よって、このカリキュラムマネジメントによって f最良の実践モデル開発と重要な組織的価飽
観の形成」を実施することで、学校改善のアウトプットとして、生徒の「高いパフォ…マンスを期待jす
ることが可能となるのである。
以上のように、そのリーダーシップ議を特に「変革的リーダ…シップjと「教育的リーダ…シップJに
絞って論じてきたが、本研究の目的に対応するかたちで、これらのリーダーシップ論とカリキュラムマネ
ジメント論との関係性を考察する必要がある。それは次に述べる学校文化論(SchoolCulture)の中で理論的
に精般化するものと理解できる。よって、次は、学校文化論とカリキュラムマネジメント論の整合性につ
いて整理を進めていく。
@学校文化とカリキュラムマネジメント
上記のリーダーシップ論を学校文化論に位置づけ、学校改善論を発展させる代表的研究は、例えばデー
ルとピターソンの (ShapingSchool Culture: The Heart of Leadership)が挙げられよう。この学校文化とは、
単{立学校の内外の構成員である教職員・父母・コミュニティーに共通する模範(Norms)、価舘観(Values)、
信念 (Beliefs) によって占められ、これが時間的経過によって学校独自の間有な伝統や、主流となる組織
的な行動様式を生み出すものであるヘ
その組織内において主要な規範・鏑値観があり、その組織に異なる信念が混ざり合う際に、新たに形成
される信念を共有し、それが生徒への授業思想へと反映されていく。ピントリッチとシャンク (Pin凶ch
& Schunk) によれば、これを学校文化と捉えており、その学校文化と組織論を理解する構成要素を、「模
範・価値観・信念の共有化Ji組織的雰囲気Ji労働の構造性Ji権威構造と経営構造J川、集団実践方法j
「評価実践Ji時開設定j等を挙げている
他にも、シャイン (Schein)の (OrganizationalCulture and Leadership)は我田でも著名であり、組織文
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化とは fある特定のグループが外部への適正、や内部統合の問題に対処する際に学習したグループ自身に
よって、創られ、発見され、または、発展させられた基本的仮定のパタンーンjであり、この組織内で主
流なパターンが地の組織メンバーへも徐々に浸透していくという組織過程論的な動的文化論として把握さ
れている九
一方、関内研究では、学校文化論をテーマに取り扱った研究は多数あるものの、実際にアメリカにおい
てフィールドワークを実施し、アメリカの学校文化論を取り扱った研究はほとんど見られない。しかし、
その中で中留の一連の研究は、これまでのアメリカでのフィールドワークを通じて、呂米を比較した学校
文化論を 4つの下部範嬬から整理している。それが、「教員文化J. ["組織文化J. ["児童・生徒文化J. ["カ
リキュラム文化」である。
問様にこれまで筆者も、アメリカの小学校・ミドルスクール・ハイスクール等の学校訪問観察・調査を
数年にわたって継続してきた。また、実際に筆者の子弟が、アメリカの小学校とミドルスクールに各々 l
年開在籍し、それらの学校と関わりを持つことができた。その見識から以下のような学校文化観を持つこ
とができた。ここでは、上記の4つの範障に対応しながら整理を進めていく。
具体的には第一に、アメリカの学校では、組織講造が専門分化型で各分野が独立する傾向がある。これ
によって各自の仕事は責任を持って遂行するものの、そこで終始してしまい、{也の仕事領域を手伝う等の
認識が弱い側面がある。それは、我国の職員室に相当する物理的空間が整っていない学校が圧倒的に多く、
アメリカの職員スタッフの文化として、協調性・向僚性が発揮しにくい傾向が指摘できるであろう。もち
ろん、その積棟約面も指摘できるのであり、戦務遂行上に責任の所在が明確になり、不必要な干渉・対立
が回避できる綴織的知恵、も垣間見ることもできょう。
第二に、学校組織的な文化的側面、アメリカの学校組織では独立分業が一般的なだけに、「全職員が同
じテーブルについて民主的に話し合う活動」によって学校経営をするという日本的な視点は、ほとんど観
察することはできなかった。そこで、校長のリーダーシップの発揮がアメリカの学校ではより重要な意味
を持つ。組織的には、我国よりも行政・管理職からのトップダウン傾向が強く、専門分化した経織だけに、
校長が強力なリーダーシップを発撮することが求められる。近年では、これまでの「教育的リーダ…シッ
プJによる教師・生徒への配躍が主流の時代から、 SBM等の学校改善論が注目を浴び、る中で「変革的リー
ダーシップJへと転換し、学校独自のビジョンを具現化するカリキュラム論も重要である。その意味でも、
その2つのリーダーシップの抑揚が如何に学校改善の効果を上げるのか、その見地から学校文化論を捉え
なおす必要もある。
第三に、アメリカの学校は、ミドルスクールからハイスクールにかけて教科選択型のシステムに移行す
るケースが極めて多い。つまり、我国のように学級単位ではなく、生徒自身が学校時時割に合わせて移動
をするので、生徒集団の文化でも不特定多数の性質を帯びやすいと言えるであろう。我留では、中学・高
校でも生徒はその学級に大部分の時間滞在し、教科担任が入れ替わるシステムであり、まして小学校では
一人の担任が40入学級で一斉指導をすることが典型的である。しかし、アメリカでは小学校の段階でさえ
も、可能な限り多様性に対応する「倒に応じた教育jの観点から、必ずしもクラスルームに限定されない
学殺形態を持つ。
このことから、アメリカではコース選択学習・無学年制 (Non-Grades)等の制度的システムに加え、一
対一対応、が比較的取りやすい授業形態も多く、体験型プロジェクト等のSLカリキュラム実践等に取り組
みやすい生徒文化にあるものと推測可能で、あろう。
第四に、本研究のカリキュラムマネジメント論との深い欝係性を持つ「カリキュラムJ文化論について
の考察である。
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既述の通りアメリカの学校では、授業形態でも教科主義的傾向が強く、これは専門分化した組織構造や
役部分担意識の強さ、つまり f組織文化Jの開題とある一定の関係性を呈している。
同様に、カリキュラム開発論にみるカリキュラムマネジメントでも論じたように、「危機に立つ国家J
以来の教育改革の動向は、特に理数系統の教科中心カリキュラムを重視したものであり、臨民教養育成・
標準化テスト等の論争を生起させた。しかし一方で、それに反するミドルスクールを中心とする統合カリ
キュラムの開発的動向は、学校改善論の中で徐々に浸透していったのであり、その一つが本研究で論じる
SLカリキュラムである。
「カリキュラム文化論jからみる「統合的カリキュラムJの進展に関する意義は、アメリカの場合は教
科セクト主義で専門分化の「教員文化jが歴然と存在するが、これを学校改善論と SLのカリキュラムマ
ネジメント論の関係性で分析すれば、個業に陥りがちな教師開を活性化し、サービスプロジェクト遂行の
ために協働化戦略を図ることになる。これによって、カリキュラム開発と経営を展開していくのだから、
カリキュラムを部り動かす価値観・行動規範等にかかわる「カリキュラム文化」は、そのカリキュラムマ
ネジメントを通した学校改善論の重要な位置付けになると結論付けられる。
vr.終わりに(カリキュラムマネジメントの先行研究の総括)
本研究では、アメリカのカリキュラムマネジメント論の到達点を探り、関連の先行研究を総括すること
を通して、本研究の目的でもある組織経営過程と教授学習過程とをカリキュラムに熊点をあてて統合的把
握をする上での礎と位置付けている。しかし、アメリカのカリキュラムマネジメント論は、カリキュラム
研究の条件整備的要素を部分的には論じるものの、その全体構造を示そうとした研究は極めて少なかった
と雷える。本研究の5点において、部分的にせよカリキュラムマネジメントに関連する先行研究を整理し
てきたが、ここではそれらを総括し、今後の向研究における理論的展開に有益な残余部分を明らかにする
ことに自的がある。
カリキュラムマネジメント論が学校改善論の一つの中枢であると位置づけるならば、そのカリキュラム
の提供者と学習主体者との視点が有機的に「融合Jするときにこそ、体系化されたカリキュラムマネジメ
ント論のー断面を構築することを可能とするであろう。
よって、本研究では、以下に示した視点でカリキュラムマネジメント論の部分的ベースとなり得る各分
野の先行研究を総括した。
I.カリキュラム開発論 (CurriculumDevelopment) にみるカリキュラムマネジメント
l.組織改善論とシステム論との関係性にみるカリキュラムマネジメント
班.学校改善論 (Schoollmprovement) にみるカリキュラムマネジメント
N. r学校に基礎を置く経営J(SBM)/ r効果的学校J(Effective School) にみる
カリキュラムマネジメント
V.学校文化論 (SchoolCulture) とリーダーシップ論 (Leadership)にみる
カリキュラムマネジメント
第一に、カリキュラム開発論 (Curriculum Development) にみるカリキュラムマネジメント論において
は、巨標・内容・方法的な意味でのカリキュラム開発論を前提にしながらも、そのカリキュラムの条件整
舗的側面であるマネジメント活動を焦点化することによって、「カリキュラム開発の経営面J(Managerial 
アメリカにおけるカリキュラムマネジメント論の構造一先行研究総括の位置付けから 179
Aspects of Curriculum Development) を論じた。
まず、「統合的カリキュラム」の史的展開を概括した上で、カリキュラム開発論における経営的側面を
論考した。例えば戦前の rs年研究」を取り上げ、当時における経営上の課題は何であったのかを分析抽
出の対象とし、以下の6点に集約した。
1 )学校の教育理念・ビジョン・教育目標が明確化されている点である。
2)校長のリーダーシップの戦略的問題がある。
3 )教師の協働(Collaboration)が分化的な教科中心カリキュラムから f統合的カリキュラムjへと変容
するための方策が戦略的に必要だ、ったとしている。
4 )父母・コミュニティーからの支援的条件があげられている。
5 )学習の成果をいかに評髄するか、カリキュラムの評価論に関する課題である。
6 )教脊的資源 (EducationaIResource)の課題がある。
これらのことは、現在でも論じられるカリキュラムマネジメント論の経営的戦略であり、部分的には正
当な理論的錨値を持っているといえる。しかし、二系列を「融合jする問題意識は明らかになっておらず、
次に論じた、システム論に関する先行研究を整理する上で、組織改善とシステム論との関係性について検
討が不十分であった。
に、組織改善論とシステム論との関係性からカリキュラムマネジメント論を構築した。まず、組織
改善の基本的視座については、以下のように総括できる。
一般的に組織には定著した行動や酉有の状態があるが、それを発展的に組織改善していくためには柔軟
な変化を受け入れる革新性が必要となる。組織改善において、組織講成員の緊張状態は必要条件であり、
保守的な安住性は改善志向にとって一種の祖害要因となってしまう。そこで、組織改善が可能となるため
には、組織リーダーが改善志向に関わって、ビジョン・目標・具体的計閣に関するストラテジーを明確化
し、同僚文化の範間内でリーダーシップを発揮することが鍵となる。以上の点を踏まえて組織改善のスト
ラテジーを実行していくことが肝要であると整理した。
次に、この組織改善志向を学校教育に援用して、特に学校組織の改善過程に着目した。つまり、ここで
は、学校経営過程に民主性を反映することであり、 f経営への民主的参加と民主的組織開発jを促すこと
が意閣された。また、学校組織のマネジメントサイクルに教師父母・生徒・コミュニティーが協鋤して関
与参加することで、その教育目標の共有度を上げ、協働システムを潤滑にしていくストラテジ…とも理解
できた。 例えば、その代表的な経営過程論には、カリキュラムの経営過程論等も挙げられることが理解で
きた。
また、システム理論と学校改善論の関係性もカリキュラムマネジメント論を構築していく上で、理論的
枠組みの創造に貢献できた。システム理論が生物学者の「一殻的システム論J(General System Theory) に
よって提唱され推進されてきたが、生物学的見地から、システムとは環境に対して開放的であり、その環
境との相互作用を行うものである。よって、そのシステムとは、新たな局面で継続的進化を遂げることを
通した問題解決性によって、質的な向上を盟れるものであると提案した。
以上の論調に加えて、システム論の立場から組織と環境の境界線に着目し、透過性をもっ境界線がある
場合、つまり境界線内部のシステムと外部環境とに協働的な関係性が構築されているシステムは、オープ
ンシステムと定義される。また、エコロジーの発想、には、生物体としての組織体が成熟に向けて社会変化
(環境)に対応し(関かれ)ながら、絶えざる自己改善をしていくという思惟が基本的にみられる。故に、
この組織体の改善過程を明らかにしていくと、組織のエコロジーの中心には構成員の自標志向があり、こ
の目標と結びついて組織構成員が各々の仕事を協働fとしていく組織経営論の理論的ベースとなっていつ
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第三に、学校改善論 (SchoolImprovement)にみるカリキュラムマネジメント論を考察する際に、①学
校経営と学校改善過税論、②f受容能力」と「職業的開発Jによる学校改善論の視点から分析して行った。
その留意点は、以下の通りであり、
1 )学校教育自襟の下に開発したカリキュラムを経営し、それが目標に合致するかたちで潤滑に運営する
ための内外的な組織形成と、これよって機能する教育実践を行うこと。
2 )生徒一人ひとりが広義にはコミュニティーの社会的構成員であり、人的リソースであることを踏まえ
て、主体的な人語の統一過程を支援・指導していくこと。そのためのカリキュラムを繍成し、教師集
団を中心とする支援・指導に鵠{動的に取り組み、その総体である学校組織を運営すること。
3 )コミュニティーの教育的課題も視野に含みながら、学校外組織が学校組織に関与する場合もあり、カ
リキュラムの経営主体をバランスに配慮して柔軟な組織的対応ができること。
4) I受容能力jの組織的構築とは、組織外部の人的資源、多様な教育的リソース、財政的支援等の組織
経営的な改善志向を合んでいる。このことは即ち、我簡でも論じられるカリキュラムマネジメント論
のいわゆる 4Mである「人的資源J. I期的資源J. I物的資源Jそしてこれらを関連付け学校運営をす
る「マネジメント」を示唆していることになる。
つまり、以上のことは、学校組織の改善|生を志向する各営みにおいて総織構造を経営する条件整犠の潜
在的能力を高めることであり、カリキュラムの開発・経営との関係性で、捉ぇ度せば、いわゆる学校改善志
向の中心に位置づくカリキュラムマネジメントの全体的能力のことと解釈できょう。
第四に、 f学校に基礎を量く経営J(SBM)/ I効果的学校J(Efective School)にみるカリキュラムマネ
ジメント論を論じた。
「効果的学校jとは単位学校における教育改革であり、その学校改善の成功的要因は以下の3点にあると
指摘している。
まず、「効果的学校Jでは、学校経営の中心がまずは授業・学校経営にあり、そこでは批判的思考力・
問題解決能力、そして全生徒に対して高い期待がかけられている。次に、学校組織の教職員は、相互に協
働的であり、学校・学級経営改善に関する重要な決断に讃極的に、立つ度接的に関与することができる雰
屈気がある。最後に、これらの「効果的学校」では明確な教育的ビジョンとストラテジーを持ち、長期的
なスパンでシステム的に対応している。組織構成員である各教師は、「職業的開発jにおいても主体的な
意思決定をなし、民主的に組織経営にあたる組織参画状態を通して、教師と管理者は職業的「受容能力」
を構築していくことが明らかになった。
このように「効果的学校Jは、一つの教育改革的な動向であったが、次には、これを教育経営的視点か
ら一歩進めて、単位学校が自主・告立した組織経営であり、独自のカリキュラムマネジメントを展開する
SBMについて検討を加えた。
1980年代後半、教育改革の一連の動向のなかで、中央集権化・諜準化への教育的転換が打ち出されてい
たが、一方で、それとは異なる地方分権化へと進展する改革の方向性も存在した。その一つがSBMであっ
た。
そのSBMとは端的に概念規定をすれば、集権化と分権化のなかで生起した概念であるが、各単位学校
が当該学校区から可能な限り自主・自立して、人事権・予算権・自主的なカリキュラム開発を主体的に経
営できる新たな形態の学校改善論である。
このように SB説と学校改善論の関係性において、とりわけそのカリキュラム開発・経営に焦点化した
ときに指針を示すことができるのが、著名な (MalcolmSkilbeck 1984) I学校に基礎を置くカリキュラム
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開発J(School Based Curriculum Development)であろう。
彼は、中央政府による集権的で顕一的なカリキュラムガイドラインではなく、地方分権化の流れに乗っ
てカリキュラムの自主的な開発権利をより学校サイドにするべきであるとして提唱している。カリキュラ
ム開発こそが、教育行政に位置づく単位学校の改善に藍接的に結びつくものであり、その学校に基礎を
くカリキュラム開発における段階は、学校環境・状況の分析からカリキュラム自標の決定し、その目標に
合致するカリキュラムをデザインすることを通してカリキュラム実施・評価と展開していく。
第五に、学校文化論 (School Culture) とリーダーシップ論 (Lead巴rship)にみるカリキュラムマネジメ
ント論を整理した。
まずは、リーダーシップ (Leadership)論とカリキュラムマネジメントの関係性であるが、
リーダーシップの類型化理論は多種多様にあり、また、園内研究でもアメリカのリーダーシップ研究が盛
んであることは既に論じた通りである。
我留にも紹介された著名なアメリカにおける校長のリ…ダーシップ研究では、デールとピターソンのも
のがある。ここでは、校長のリーダーシップスタイルを学校の組織講造に配慮した「技術的リーダーシッ
プJ(Technical Leadership) I文化的リーダーシップJ(Symbolic Leadership)に大別しそのバランス志向が
課題であると整理されている。中留は、この2つの 1)ーダシップスタイルの媒介となるのが「教授的リー
ダーシップJであり、この3つのリーダ…シップが学校改善の鍵となるとした。
次に、学校文化とカリキュラムマネジメントであるが、上記のリーダーシップ論を学校文化論に位置づ
け、学校改善論を発展させる代表的研究は、再度デールとピターソンが挙げられよう。この学校文化とは、
単位学校の内外の講成員である教職員・父母・コミュニティーに共通する模範(Norms)、価髄観(Values)、
信念 (Beliefs) によって占められ、これが時間的経過によって学校独自の固有な伝統や、主流となる組織
的な行動様式を生み出すものである。その組織内で主要な規範・価龍観があり、そこに異なる信念が混ざ
り合う療に、その信念を新しいかたちで分かち合い、それが生徒への授業思想へと反映されていく。その
学校文化の構成要素には、「模範・価値観・信念の共有化JI組織的雰囲気JI労働の構造性JI権威構造と
経営構造」川、集由実裁方法JI評価実践JI時開設定J等が挙げられた。
以上のように、アメリカのカリキュラムマネジメント論に関する先行研究を 5点の観点から整理した。
しかし、これらの先行研究の総括からも明らかのように、カリキュラムマネジメント論は各々の項自にお
いて部分的には論じられているものの、条件整備系列と内容方法系列による「融合的jな研究領域として
対象化する問題意識は希薄であり、特定のカリキュラム内容を分析視点として、全体構造の態様をより明
確に構築しようとする研究動向はほとんどみられなかった。
これに加えて、学習者である生徒の教育的効果を論証する視点も抜け落ちており、学校改善におけるカ
リキュラムマネジメント論のアウトプットが陵味なままとなっている。また、カリキュラムマネジメント
論にシステム論の見地から「境界線論jは登場したものの、あくまで単位学校における組織改善論が中心
であり、学校外組織が学校組織内部に如何に関わり改善効果を上げるのか、とりわけ、カリキュラム開発
分野への貢献をどのように進めて行くのか等の点については極めて問題意識が薄いと言わざるを得ない。
よって、今後のアメリカにおけるカリキュラムマネジメント研究では、諮問の紀要で示した通り、 3つ
の研究日的と研究的意義を意識しながら、これを明らかにするために理論的研究を展開していく。
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